
  

 

 

 

 

 

海上災害対策計画 新旧対照表 

 

  



  

 

 



 

海 1-1 

海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第１編 総則 

第２節 防災機関の事務又は業務の大綱 

第１ 指定地方行政機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２～第４ （略） 

第５ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

〔 新 設 〕 

第６ 指定地方公共機関 

 （機関名）（一財）神戸すまいまちづくり公社 

第７ （略） 

 

第１編 総則 

第２節 防災機関の事務又は業務の大綱 

第１ 指定地方行政機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２～第４ （略） 

第５ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

 

第６ 指定地方公共機関 

 （機関名）（一財）神戸住環境整備公社 

第７ （略） 

 

第１編 総則 

第３節 兵庫県周辺の海上交通の現状 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 瀬戸内海側（大阪湾・播磨灘海域） 

第１編 総則 

第３節 兵庫県周辺の海上交通の現状 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 瀬戸内海側（大阪湾・播磨灘海域） 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 (1) （略） 

 (2) 油等保管施設の現状 

   当海域の沿岸部には、容量 500 キロリットル以上の油等保管施設で、油濁防

止緊急措置手引書備え置き義務施設が 64 施設（うち兵庫県  28 施設）、有害

液体汚染防止緊急措置手引書備え置き義務施設は 67 施設（うち兵庫県  30 施

設）ある。 

   また、兵庫県では、神戸、東播磨、姫路臨海、赤穂の各地区が石災法に基づ

く石油コンビナート等特別防災区域に指定されている。 

 (3) 係留施設の状況 

   当海域における総トン数 150 トン以上のタンカーが着桟する係留施設で、

油濁防止緊急措置手引書備え置き義務施設は、121 施設、有害液体汚染防止緊

急措置手引書備え置き義務施設は 116 施設あり、そのうち、兵庫県内には油濁

防止緊急措置手引書備え置き義務施設は 32 施設（阪神港尼崎西宮芦屋区 2、

阪神港神戸区 7、東播磨港 7、姫路港 10、その他 6）、有害液体汚染防止緊急措

置手引書備え置き義務施設は 41 施設（阪神港尼崎西宮芦屋区 5、阪神港神戸

区 12、東播磨港 12、姫路港 12）が所在する。 

 (4) 海難の発生状況 

   当海域における最近 3 年間（平成 28 年～30 年）の要救助海難発生隻数は、

年間平均約 168 件である。 

   海難種類別では、油の排出を伴うおそれのある衝突、乗揚げ及び転覆が全体

の約 34％を占めている。また船種別にみると遊漁船等その他船舶が全体の約

80％を占めており、次いで漁船、貨物船、タンカーの順となっている。 

 

 

 

 

（大阪湾・播磨灘排出油防除計画＜R3＞より） 

 (5) 海洋汚染の発生状況  

 (1) （略） 

 (2) 油等保管施設の現状 

   当海域の沿岸部には、容量 500 キロリットル以上の油等保管施設で、油濁防

止緊急措置手引書備え置き義務施設が 58 施設（うち兵庫県  23 施設）、有害液

体汚染防止緊急措置手引書備え置き義務施設は 66 施設（うち兵庫県  29 施設）

ある。 

   また、兵庫県では、神戸、東播磨、姫路臨海、赤穂の各地区が石災法に基づ

く石油コンビナート等特別防災区域に指定されている。 

 (3) 係留施設の状況 

   当海域における総トン数 150 トン以上のタンカーが着桟する係留施設で、油

濁防止緊急措置手引書備え置き義務施設は、109 施設、有害液体汚染防止緊急

措置手引書備え置き義務施設は 109 施設あり、そのうち、兵庫県内には油濁防

止緊急措置手引書備え置き義務施設は 29 施設（阪神港尼崎西宮芦屋区 2、阪神

港神戸区 7、東播磨港 6、姫路港 9、その他 5）、有害液体汚染防止緊急措置手引

書備え置き義務施設は 40 施設（阪神港尼崎西宮芦屋区 5、阪神港神戸区 12、東

播磨港 11、姫路港 12）が所在する。 

 (4) 海難の発生状況 

   当海域における最近 3 年間（平成 30 年～令和 2 年）の要救助海難発生隻数

は、年間平均約 189 件である。 

   海難種類別では、油の排出を伴うおそれのある衝突、乗揚げ及び転覆が全体

の約 31％を占めている。また船種別にみると遊漁船等その他船舶が全体の約

82％を占めており、次いで漁船、貨物船、タンカーの順となっている。 

 

 

 

 

（大阪湾・播磨灘排出油防除計画＜R3＞より） 

 (5) 海洋汚染の発生状況  

一 般 船 舶 
漁 船 

旅客船 貨物船 タンカー その他 

１％ ４％ １％ 82％ 12％ 

一 般 船 舶 
漁 船 

旅客船 貨物船 タンカー その他 

１％ 12％ ４％ 68％ 15％ 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

   当海域における最近 3 年間（平成 28 年～30 年）の油等による海洋汚染の発

生状況は、排出源別にみると船舶に係るものが多く、陸上貯油施設等に係わる

ものは少ない。 

   また、船舶に係わるものを原因別にみるとバルブ操作の誤り等器具類の取

扱い不注意によるもの及び故意排出等によるものが多く、全体の約 31％を占

め、その他タンク破損によるもの、故意排出等によるもの、海難によるものの

順となっている。 

 (6) （略） 

２ （略） 

 

   当海域における最近 3 年間（平成 30 年～令和 2年）の油等による海洋汚染の

発生状況は、排出源別にみると船舶に係るものが多く、陸上貯油施設等に係わ

るものは少ない。 

   また、船舶に係わるものを原因別にみるとバルブ操作の誤り等器具類の取扱

い不注意によるもの及び故意排出等によるものが多く、全体の約 50％を占め、

海難によるもの、タンク等の破損によるもの、原因不明なもの、その他の順と

なっている。 

 (6) （略） 

２ （略） 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 活動・連携体制の整備 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、排出油等防除協

議会］ 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 活動・連携体制の整備 

［実施機関：危機管理部、排出油等防除協議会］ 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 情報の収集・伝達体制の整備 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安本

部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 情報の収集・伝達体制の整備 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 創作、救助・救急、医療及び消化活動への備え 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県警察本部、沿岸市

町、沿岸市町の消防機関、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 創作、救助・救急、医療及び消化活動への備え 

［実施機関：県危機管理部、県保健医療部、県警察本部、沿岸市町、沿岸市町の消

防機関、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第２節 緊急輸送活動 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県警察本部、沿

岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

第２節 緊急輸送活動 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 緊急輸送活動 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県農政環境部農

林水産局、県農政環境部環境創造局、県県土整備部土木局、沿岸の関

係市町、海上保安本部、指定海上防災機関、船舶所有者等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 緊急輸送活動 

［実施機関：県危機管理部、県農林水産部、県環境部、県土木部、沿岸の関係市町、

海上保安本部、指定海上防災機関、船舶所有者等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 研修・訓練の実施 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、沿岸の関係市町、

海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 研修・訓練の実施 

［実施機関：県危機管理部、沿岸の関係市町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 災害ボランティア活動の支援体制の整備 

〔実施機関：県企画県民部県民生活局、市町〕 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 災害ボランティア活動の支援体制の整備 

〔実施機関：県県民生活部、市町〕 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第２編 災害予防計画 

第２章 活動・連携体制の整備 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、排出油等防除

協議会］ 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 活動・連携体制の整備 

［実施機関：県危機管理部、排出油等防除協議会］ 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 情報の収集・伝達体制の整備 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安

部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 情報の収集・伝達体制の整備 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 捜索、救助・救急、医療及び消火活動への備え 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県警察本部、沿岸

市町、沿岸市町の消防機関、海上保安部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 捜索、救助・救急、医療及び消火活動への備え 

［実施機関：県危機管理部、県保健医療部、県警察本部、沿岸市町、沿岸市町の

消防機関、海上保安部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第２節 緊急輸送活動 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県警察本部、

沿岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第２節 緊急輸送活動 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 重油等の流出物の防除活動 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県農政環境部

農林水産局、県農政環境部環境創造局、県県土整備部土木局、沿岸

の関係市町、海上保安本部、指定海上防災機関、船舶所有者等］］ 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 重油等の流出物の防除活動 

［実施機関：県危機管理部、県農林水産部、県環境部、県土木部、沿岸の関係市

町、海上保安本部、指定海上防災機関、船舶所有者等］ 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 研修・訓練の実施 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、沿岸の関係市

町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 研修・訓練の実施 

［実施機関：県危機管理部、沿岸の関係市町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 災害ボランティア活動の支援体制の整備 

［実施機関：実施機関：県企画県民部県民生活局、市町］ 

 

第２編 災害予防計画 

第５章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 災害ボランティア活動の支援体制の整備 

［実施機関：県県民生活部、市町］ 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第３編 災害応急対策計画 

第１章 基本方針 

１ （略） 

２ （略） 

３ 応急対策の流れ 

 (1) （略） 

(2) 重油等の流出事故の場合（通常の防除体制では、すべての重油等を海上で

回収することが不可能な場合を想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第１章 基本方針 

１ （略） 

２ （略） 

３ 応急対策の流れ 

 (1) （略） 

(2) 重油等の流出事故の場合（通常の防除体制では、すべての重油等を海上で

回収することが不可能な場合を想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第１節 初動体制の確立 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県民局・県民

センター、沿岸の関係市町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第１節 初動体制の確立 

［実施機関：県危機管理部、県民局・県民センター、沿岸の関係市町、海上保安

本部、指定公共機関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第２節 情報の収集・伝達 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県農政環境部農政

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第２節 情報の収集・伝達 

［実施機関：県危機管理部、県保健医療部、県農林水産部、県土木部、県警察本
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

企画局、県農政環境部農林水産局、県県土整備部土木局、県警察本

部、沿岸市町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

○ 各部等における調査事項及び調査（報告）系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市町からの主な緊急対策支援要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部、沿岸市町、海上保安本部、指定公共機関等］ 

 

○ 各部等における調査事項及び調査（報告）系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市町からの主な緊急対策支援要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交番・駐在所

土 木 部 港湾関係施設被害

県 警 本 部 災害全般の被害調査災害対策課 警察署

港湾課 市[市管理]

農 林水 産部 農林水産業被害 総務課

土木事務所[県管理]総務課

市町[市町管理]農林(水産)新興事務所･但馬水産事務所[県管理]

漁港関係施設被害 総務課 水産漁港課

の状況

消防本部

市町農林(水産)新興事務所 但馬水産事務所

各部・各所属

調査（報告）系統

各部局が把握した被害 各部局総務課等

事務局

地方本部事務局 市町

市町［緊急を要する即報］

事務局

部 調査事項

災害対策本部

事 務 局

災害即報

（災害の全般的な状況）

交番・駐在所

県土整備部 港湾関係施設被害

県 警 本 部 災害全般の被害調査災害対策課 警察署

港湾課 市[市管理]

農 政環 境部 農林水産業被害 総務課

土木事務所[県管理]総務課

市町[市町管理]農林(水産)新興事務所･但馬水産事務所[県管理]

漁港関係施設被害 総務課 漁港課

の状況

消防本部

市町農林(水産)新興事務所 但馬水産事務所

各部・各所属

調査（報告）系統

各部局が把握した被害 各部局総務課等

事務局

地方本部事務局 市町

市町［緊急を要する即報］

事務局

部 調査事項

災害対策本部

事 務 局

災害即報

（災害の全般的な状況）
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別表 防災関係機関の連絡網 

  （表中） 

  神戸運輸陸運監理部 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 防災関係機関の連絡網 

  （表中） 

  神戸運輸監理部 

２ （略） 

 

第３編 災害応急対策計画 第３編 災害応急対策計画 

船艇による患者搬送

海上保安本部

自衛隊 事務局

医務課

各医療機関

災害拠点病院

消防機関 各医療機関

地域医療情報センター

災害拠点病院

健康増進課

県内市町

全国都道府県（厚生労働省）

県内健康福祉事務所･市保健所

医療関係者の派遣

医師会

歯科医師会

医務課

全国都道府県（厚生労働省）

日本赤十字社兵庫県支部

支　援　要　請　系　統

地域医療情報センター

薬剤師会

病院局

薬務課

災害医療センター

国立病院等※

市町立病院

県立病院

県内医療機関

市町

地域医療情報センター

市町健康福祉事務所

各保健所設置市

部 要請事項

保健医療部 保健師・栄養士等

保健関係者の派遣

近畿地方整備局

消防庁(他都道府県)

あっせん

各医療機関

健康福祉事務所
各保健所設置市災害拠点

病院

災害医療センター県内医療機関

海上保安本部

消防防災航空隊

各医療機関

ヘリによる患者搬送

自衛隊

患者受入医療機関の厚生労働省 医務課

船艇による患者搬送

海上保安本部

自衛隊 事務局

医務課

各医療機関

災害拠点病院

消防機関 各医療機関

地域医療情報センター

災害拠点病院

健康増進課

県内市町

全国都道府県（厚生労働省）

県内健康福祉事務所･市保健所

医療関係者の派遣

医師会

歯科医師会

医務課

全国都道府県（厚生労働省）

日本赤十字社兵庫県支部

支　援　要　請　系　統

地域医療情報センター

薬剤師会

病院局

薬務課

災害医療センター

国立病院等※

市町立病院

県立病院

県内医療機関

市町

地域医療情報センター

市町健康福祉事務所

各保健所設置市

部 要請事項

健康福祉部 保健師・栄養士等

保健関係者の派遣

近畿地方整備局

消防庁(他都道府県)

あっせん

各医療機関

健康福祉事務所
各保健所設置市災害拠点

病院

災害医療センター県内医療機関

海上保安本部

消防防災航空隊

各医療機関

ヘリによる患者搬送

自衛隊

患者受入医療機関の厚生労働省 医務課
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現 行 修 正 案 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第３節 動員の実施 

〔実施機関：各機関、県企画県民部災害対策局〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県の動員体制 

 (1) 本庁の動員体制 

   本庁職員の動員体制は、次のとおりとする。 

   ただし、県災害対策本部の各部のうち、公営企業部については公営企業管

理者が、病院事業部については病院事業管理者が、教育部については教育長

が、警察部については警察本部長が、それぞれ地域防災計画の内容を踏まえ、

別途定めることとする。 

  ① 海上災害対策本部又は海上災害警戒本部が未設置で、県周辺海域におい

て海上災害が発生し、県の沿岸海域又は陸岸において被害の発生の蓋然性

が高い場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第３節 動員の実施 

〔実施機関：各機関、県危機管理部〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県の動員体制 

 (1) 本庁の動員体制 

   本庁職員の動員体制は、次のとおりとする。 

   ただし、県災害対策本部の各部のうち、公営企業部については公営企業管

理者が、病院事業部については病院事業管理者が、教育部については教育長

が、警察部については警察本部長が、それぞれ地域防災計画の内容を踏まえ、

別途定めることとする。 

  ① 海上災害対策本部又は海上災害警戒本部が未設置で、県周辺海域におい

て海上災害が発生し、県の沿岸海域又は陸岸において被害の発生の蓋然性

が高い場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



海 3-5 

海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

  ② 海上災害警戒本部が設置されたとき 

   ア 海上災害警戒本部長（防災監）、副本部長（防災企画局長・災害対策局

長）、事務局長（災害対策課長）、警戒本部員、防災企画局・災害対策局

その他各部応急対策主管課のあらかじめ定めた職員は、直ちに参集し、

情報の収集・伝達等に当たり、状況により、必要な災害応急対策を実施

することとする。 

   イ 上記以外の職員については、原則として、平常勤務体制で対応するこ

ととする。 

  ③ 海上災害対策本部が設置されたとき 

   ア 海上災害対策本部員、本部連絡員、防災企画局・災害対策局その他各

部関係応急対策主管課のあらかじめ定めた職員、業務要員、局長・課室

長等は、直ちに配備につくこととする。 

   イ 上記以外の職員については、原則として、次のいずれかの配備体制を

とることとする。 

     配備は原則として、海上災害対策本部長（知事）が決定することとす

る。 

   ウ （略） 

   エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 地方機関の動員体制 

   地方機関職員の動員体制は、次のとおりとする。 

  ② 海上災害警戒本部が設置されたとき 

   ア 海上災害警戒本部長（防災監）、副本部長（危機管理部次長２人）、事

務局長（災害対策課長）、警戒本部員、危機管理部その他各部応急対策主

管課のあらかじめ定めた職員は、直ちに参集し、情報の収集・伝達等に

当たり、状況により、必要な災害応急対策を実施することとする。 

 

   イ 上記以外の職員については、原則として、平常勤務体制で対応するこ

ととする。 

  ③ 海上災害対策本部が設置されたとき 

   ア 海上災害対策本部員、本部連絡員、危機管理部その他各部関係応急対

策主管課のあらかじめ定めた職員、業務要員、局長・課室長等は、直ち

に配備につくこととする。 

   イ 上記以外の職員については、原則として、次のいずれかの配備体制を

とることとする。 

     配備は原則として、海上災害対策本部長（知事）が決定することとす

る。 

   ウ （略） 

   エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 地方機関の動員体制 

   地方機関職員の動員体制は、次のとおりとする。 

各課室
(各班)

各課員
(各班員)

各部総務課
(各部総務班)

局長等
(副部長)

副知事
(副本部長) 防災企画局･災害対策局

（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

部長等
(本部員)

本部連絡員
(各部２名)

防災企画局長
（本部事務局総務局長）

災害対策局長
（本部事務局対策局長）

各課室
(各班)

各課員
(各班員)

各部総務課
(各部総務班)

局長等
(副部長)

副知事
(副本部長) 危機管理部

（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

部長等
(本部員)

本部連絡員
(各部２名)

危機管理部次長
（本部事務局総務局長）

危機管理部次長
（本部事務局対策局長）
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  ①～② （略） 

  ③ 海上災害対策地方本部が設置されたとき 

   ア～ウ （略） 

   エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ①～② （略） 

  ③ 海上災害対策地方本部が設置されたとき 

   ア～ウ （略） 

   エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 組織の設置 

〔実施機関：各機関〕 

第１ （略） 

第２ （略） 

別図 第１ 海上災害警戒本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 組織の設置 

〔実施機関：各機関〕 

第１ （略） 

第２ （略） 

別図 第１ 海上災害警戒本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部次長
（本部事務局総務局長）

危機管理部次長
（本部事務局対策局長）

危機管理部
（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

各地方機関

各課員
（各班員）

県民局参事(市町･防災担当)
（地方本部事務局長）

地方本部連絡員
(各部２名)

県民局長・県民センター長
（地方本部長）

県民局総務企画室長等
（地方本部事務局長）

県民交流室長
各事務所長　等
（地方本部員）

防災企画局長
（本部事務局総務局長）

災害対策局長
（本部事務局対策局長）

防災企画局・災害対策局
（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

各地方機関

各課員
（各班員）

県民局参事(市町･防災担当)
（地方本部事務局長）

地方本部連絡員
(各部２名)

県民局長・県民センター長
（地方本部長）

県民局総務企画室長等
（地方本部事務局長）

県民交流室長
各事務所長　等
（地方本部員）
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※ その他防災監が指名する警戒本部員の一般的な基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 第２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ その他防災監が指名する警戒本部員の一般的な基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 第２ （略） 

水産漁港課長、漁港整備官、港湾課長

水産漁港課長、自然・鳥類共生課長、鳥獣
対策官、環境整備課長、水大気課長、
環境影響評価官

基　　　準

海難による人身事故が発生し、多数の者
が遭難したとき。

重油等の流出事故が発生し、防除措置が
必要なとき。

重油等の流出により、環境が汚染される
おそれがあるとき。

該　当　者

医務課長、水産漁港課長、漁港整備官、
港湾課長

事務局長

事務局員

災害対策課長

危機管理部職員のうちあらかじめ指名
する者

本部長

副本部長

防災監

危機管理部次長（２人）

※状況に応じて、関係課室長等防災監が指名する者を加える。

事務局

そ
の
他
防
災
監
が
指
名
す
る
者

消
防
保
安
課
長

総
務
部
総
務
課
長

広
報
広
聴
課
長

災
害
対
策
課
長

本部員

事務局長

事務局員

災害対策課長

防災企画局及び災害対策局員のうちあ
らかじめ指名する者

本部長

副本部長

防災監

防災企画局長、災害対策局長

※状況に応じて、関係課室長等防災監が指名する者を加える。

事務局

そ
の
他
防
災
監
が
指
名
す
る
者

消
防
課
長

企
画
県
民
部
災
害
対
策
課
長

企
画
県
民
部
総
務
課
長

広
報
戦
略
課
長

本部員

海難による人身事故が発生し、多数の者
が遭難したとき。

医務課長、漁港課長、水産課長、港湾課長

重油等の流出事故が発生し、防除措置が
必要なとき。

漁港課長、水産課長、港湾課長

重油等の流出により、環境が汚染される
おそれがあるとき。

環境影響評価室長、自然環境課長、
環境整備課長、水大気課長、水産課長

基　　　準 該　当　者
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別図 第３ 海上災害対策本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 第４ （略） 

 

別図 第３ 海上災害対策本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 第４ （略） 

 

危機管理部次長

会 計 管 理 者
技       監
各   部   長
公 営 企 業 管 理 者

知    事 防 災 監

副 知 事
防 災 監

各部の部長が
指名する者

（各部２名）

警 察 本 部 長

危機管理部次長

病 院 事 業 管 理 者
教   育   長

災害対策本部会議

本 部 長

副本部長

本 部 員

事 務 局

統 括

対策局長

本部連絡員

総
務
部

企
画
部

総務局長兼広域支援局長

財
務
部

県
民
生
活
部

福
祉
部

保
健
医
療
部

産
業
労
働
部

農
林
水
産
部

環
境
部

土
木
部

ま
ち
づ
く
り
部

出
納
部

公
営
企
業
部

病
院
事
業
部
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第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 防災関係機関との連携 

第１款 関係機関との連携 

［実施機関：県企画県民部防災企画局、県企画県民部災害対策局、県警察本部、

沿岸市町、消防機関、海上保安本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 防災関係機関との連携 

第１款 関係機関との連携 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸市町、消防機関、海上保安本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 防災関係機関との連携 

第２款 自衛隊への派遣要請 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、沿岸の関係市町、県警察本部、海上保安

本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 防災関係機関との連携 

第２款 自衛隊への派遣要請 

［実施機関：県危機管理部、沿岸の関係市町、県警察本部、海上保安本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第１節 救助・救急、医療対策 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県警察本部、沿岸

の関係市町、消防機関、海上保安本部、県医師会、日本赤十字社兵

庫県支部、医療機関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第１節 救助・救急、医療対策 

［実施機関：県危機管理部、県保健医療部、県警察本部、沿岸の関係市町、消防

機関、海上保安本部、県医師会、日本赤十字社兵庫県支部、医療機

関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第２節 消火活動の実施 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、消防機関、海

上保安本部、船長、事業所の防火管理者］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第２節 消火活動の実施 

［実施機関：県危機管理部、消防機関、海上保安本部、船長、事業所の防火管理

者］ 

第３編 災害応急対策計画 第３編 災害応急対策計画 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第３節 こころのケア対策の実施 

［実施機関：県健康福祉部障害福祉局、県健康福祉部少子高齢局、県教育委員会、

市町、船舶所有者等］ 

 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第３節 こころのケア対策の実施 

［実施機関：県福祉部、県教育委員会、市町、船舶所有者等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第４節 交通・輸送対策の実施 

第１款 緊急輸送対策の実施 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県警察本部、沿岸の関係市町、神戸運輸

監理部、海上保安本部、自衛隊、交通関係機関］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第４節 交通・輸送対策の実施 

第１款 緊急輸送対策の実施 

［実施機関：県危機管理部、県警察本部、沿岸の関係市町、神戸運輸監理部、海

上保安本部、自衛隊、交通関係機関］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第４節 交通・輸送対策の実施 

第２款 ヘリコプターの運航 

〔実施機関：近畿地方整備局、海上保安本部、県企画県民部災害対策局、沿岸市

町、消防機関〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県消防防災ヘリコプター 

 (1) 24 時間監視・即応体制の確立 

   県は、ヘリコプターの特性を十分に活用でき、かつ、その必要性が認めら

れる場合で、気象条件等が運航可能な場合に積極的にその活用を図ることと

する。 

   なお、県消防防災ヘリコプターの運航は、原則として日の出から日没まで

の間とし、運航の可否は防災監（消防課長）が決定することとする。 

 (2)～(4) （略） 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第４節 交通・輸送対策の実施 

第２款 ヘリコプターの運航 

〔実施機関：近畿地方整備局、海上保安本部、県危機管理部、沿岸市町、消防機

関〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県消防防災ヘリコプター 

 (1) 24 時間監視・即応体制の確立 

   県は、ヘリコプターの特性を十分に活用でき、かつ、その必要性が認めら

れる場合で、気象条件等が運航可能な場合に積極的にその活用を図ることと

する。 

   なお、県消防防災ヘリコプターの運航は、原則として日の出から日没まで

の間とし、運航の可否は防災監（消防保安課長）が決定することとする。 

 (2)～(4) （略） 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

   ①～⑧ （略） 

２～３ （略） 

 (1) 24 時間監視・即応体制の確立 

 

   ①～⑧ （略） 

２～３ （略） 

 (1) 24 時間監視・即応体制の確立 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第５節 重油等の防除対策 

［実施機関：県企画県民部県民生活局、県企画県民部災害対策局、県健康福祉部

健康局、県健康福祉部社会福祉局、県農政環境部農林水産局、県農

政環境部環境創造局、県農政環境部環境管理局、県県土整備部土木

局、県警察本部、沿岸市町、消防機関、海上保安本部、指定海上防

災機関、県漁業協同組合連合会、船長等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第５節 重油等の防除対策 

［実施機関：県県民生活部、県危機管理部、県保健医療部、県福祉部、県農林水

産部、県環境部、県土木部、県警察本部、沿岸市町、消防機関、海

上保安本部、指定海上防災機関、県漁業協同組合連合会、船長等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第６節 災害情報の提供 

［実施機関：県企画県民部、県企画県民部災害対策局、沿岸の関係市町、海上保

安本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第６節 災害情報の提供 

［実施機関：県総務部、県危機管理部、沿岸の関係市町、海上保安本部］ 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第７節 二次災害の防止対策 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県農政環境部農林水産局、神戸地方気象

台、海上保安本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動体制の展開 

第７節 二次災害の防止対策 

［実施機関：県危機管理部、県農林水産部、神戸地方気象台、海上保安本部］ 
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海上災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第４編 災害復旧計画 

第３節 漁業・水産関係の復旧 

［実施機関：県農政環境部農林水産局、沿岸市町］ 

 

第４編 災害復旧計画 

第３節 漁業・水産関係の復旧 

［実施機関：県農林水産部、沿岸市町］ 

 

第４編 災害復旧計画 

第５節 環境対策 

［実施機関：近畿地方環境事務所、県農政環境部農林水産局、県農政環境部環境

創造局、県農政環境部環境管理局］ 

 

第４編 災害復旧計画 

第５節 環境対策 

［実施機関：近畿地方環境事務所、県農林水産部、県環境部］ 

 

第４編 災害復旧計画 

第６節 災害義援金の募集等 

［実施機関：県企画県民部防災企画局、市町］ 

 

第４編 災害復旧計画 

第６節 災害義援金の募集等 

［実施機関：県危機管理部、市町］ 

 

 

 


